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平成 23 年度　特別会計・病院事業決算の事業平成 23 年度決算に基づく
「財政健全化判断比率」と「資金不足比率」をお知らせします

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、平成23年度決算に基づく健全
化判断比率および、同法第22条第１項の規定により平成23年度決算に基づく公営企業における資金不
足比率を下記のとおり公表します。

　健全化判断比率

　平成23年度決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、実質赤字比率、連結実質赤字比率とも黒
字決算のため表記はなく、実質公債費比率は前年度比０．１ポイント減、将来負担比率は平成22年度比
12．１ポイント減となりました。いずれの指標についても早期健全化基準（イエローカード）を下回っ
ています。

指　　標 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

この指標で
分かること

福祉、教育、ま
ちづくりなどを行
う一般会計等の赤
字の程度を指標化
し、財政運営の深
刻度を示します。

すべての会計を
合算し、赤字の程
度を指標化し、全
体としての財政運
営の深刻度を示し
ます。

借入金の返済額
およびこれに準ず
る額の大きさを指
標化し、資金繰り
の危険度を示しま
す。

借入金や将来支
払っていく可能性
のある負担等につ
いて現時点での残
高を指標化し、将
来財政を圧迫する
可能性が高いかど
うかを示します。

鹿追町の
算定結果

Ｈ 23 年度 − − 8.1% 10.0%

Ｈ 22 年度 − − 8.2% 22.1%

早期健全化基準
（イエローカード）

15.0% 20.0% 25.0% 350.0%

財政再生基準
（レッドカード）

20.0% 30.0% 35.0%

　資金不足比率

　平成23年度決算に基づき公営企業における資金不足比率を算定したところ、平成22年度と同じく黒
字決算のため表記はありません。
　下表のとおり、いずれの会計についても経営健全化基準（イエローカード）を下回っています。

指　　標
国民健康保険病院事業

会計
簡易水道特別会計 下水道特別会計

この指標で
分かること

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較し
て指標化し、経営状況の深刻度を示します。

鹿追町の
算定結果

Ｈ 23 年度 − − −

Ｈ 22 年度 − − −

経営健全化基準
（イエローカード）

20.0% 20.0% 20.0%

（
１
）
特
別
会
計

　

① 
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

平
成
23
年
度
の
国
保
加
入
者
の
医
療
費

は
、
１
人
当
た
り
の
保
険
者
負
担
額
で
は

22
万
１
０
３
７
円
で
、
平
成
22
年
度
対
比

で
８
・
７
％
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。
保
険

税
の
収
納
率
（
現
年
度
分
）
は
99
・
22
％
で
、

平
成
22
年
度
よ
り
０
・
21
ポ
イ
ン
ト
上
昇

し
ま
し
た
。
特
定
健
診
の
受
診
率
に
つ
い

て
は
22
・
51
％
で
あ
り
、
目
標
値
を
下
回
っ

て
い
る
た
め
、
受
診
率
の
向
上
に
向
け
て

よ
り
一
層
努
力
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

② 

老
人
保
健
特
別
会
計

　

老
人
保
健
制
度
に
つ
い
て
は
、
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
が
平
成
20
年
に
創
設
さ

れ
た
こ
と
に
伴
い
平
成
20
年
３
月
31
日
を

も
っ
て
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

　

当
町
の
老
人
保
健
特
別
会
計
に
つ
き
ま

し
て
も
、
国
庫
負
担
金
等
の
清
算
事
務
が

終
了
し
た
た
め
平
成
23
年
度
を
も
っ
て
廃

止
さ
れ
ま
し
た
。

　

③ 

簡
易
水
道
特
別
会
計

　

安
全
で
安
心
な
水
を
供
給
す
る
た
め
に
、

老
朽
施
設
の
改
修
に
向
け
た
診
断
調
査
の

実
施
、
お
よ
び
法
令
順
守
に
よ
る
水
質
検

査
の
実
施
、
水
道
検
満
メ
ー
タ
ー
の
定
期

更
新
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

④ 

下
水
道
特
別
会
計

　

町
内
ど
こ
に
住
ん
で
も
文
化
的
な
生
活

を
送
れ
る
よ
う
、
下
水
道
設
備
の
行
き
届

か
な
い
区
域
に
は
個
別
合
併
浄
化
槽
に
よ

り
対
応
し
て
い
ま
す
。
平
成
23
年
度
は
10

件
の
設
置
が
あ
り
、水
洗
化
率
93
％
と
な
っ

て
い
ま
す
。
住
民
生
活
に
支
障
を
来
さ
ぬ

よ
う
、
管
路
・
施
設
の
維
持
管
理
に
努
め

て
ま
い
り
ま
す
。

　

⑤ 

介
護
保
険
特
別
会
計

　

平
成
23
年
度
の
介
護
給
付
費
に
つ

い
て
は
、
施
設
サ
ー
ビ
ス
費
が
平
成

22
年
度
か
ら
１
１
６
６
万
６
０
４
５

円
増
加
し
た
こ
と
が
大
き
く
影
響
し
、

３
億
７
８
３
０
万
４
８
０
２
円
と
平
成
22

年
度
か
ら
１
６
２
９
万
７
９
１
５
円
増
と

な
り
ま
し
た
。
ま
た
保
険
料
の
収
納
率
は
、

文
面
で
の
納
入
依
頼
や
訪
問
徴
収
を
実
施

し
た
結
果
、平
成
22
年
度
の
99
・
71
％
を
０
・

02
％
上
回
り
、
99
・
73
％
と
な
り
ま
し
た
。

　

⑥ 

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

後
期
高
齢
者
医
療
加
入
者
の
１
人
当
た

り
の
医
療
費
（
費
用
額
）
に
つ
い
て
、
平

成
23
年
度
は
１
０
１
万
５
８
５
４
円
で
、

平
成
22
年
度
の
93
万
５
９
５
８
円
と
比
較

し
て
、
７
万
９
８
９
６
円
増
加
し
ま
し

た
。
ま
た
、
保
険
料
の
収
納
率
に
つ
い
て

は
、
文
面
で
の
納
入
依
頼
や
訪
問
徴
収
・

分
納
処
理
な
ど
を
実
施
し
た
結
果
、
平
成

22
年
度
の
99
・
66
％
を
０
・
12
％
上
回
り
、

99
・
78
％
と
な
り
ま
し
た
。

 （
２
）
国
民
健
康
保
険
病
院
事
業
会
計

　

当
病
院
は
、
平
成
21
年
９
月
に
策
定
し

た
病
院
改
革
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、
病
床
稼

働
率
88
・
２
％
・
人
件
費
率
68
・
０
％
と

向
上
し
、
総
務
省
の
直
接
指
導
（
病
床
率

70
％
以
下
）
の
対
象
外
病
院
と
し
て
の
経

営
の
レ
ベ
ル
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
ま

し
た
。
平
成
22
年
３
月
よ
り
始
ま
っ
た
病

院
施
設
の
増
改
築
工
事
は
、
平
成
24
年
度

に
完
成
し
、
新
病
院
へ
の
移
行
後
は
、
災

害
に
強
い
施
設
整
備
、住
民
ニ
ー
ズ
に
合
っ

た
機
能
の
充
実
、
救
急
機
能
の
継
続
な
ど

町
立
病
院
の
維
持
・
発
展
を
図
っ
て
い
き

ま
す
。

（１）特別会計
区分

会計別
歳入

Ａ
歳出

Ｂ
差引額
Ａ−Ｂ

 ① 国民健康保険特別会計 8億3,065万円 8億0,230万円 2,835万円
 ② 老人保健特別会計 10万円 10万円 0万円
 ③ 簡易水道特別会計 1億3,027万円 1億2,522万円 505万円
 ④ 下水道特別会計 2億2,702万円 2億2,078万円 624万円
 ⑤ 介護保険特別会計 4億1,545万円 4億0,917万円 628万円
 ⑥ 後期高齢者医療特別会計 6,028万円 5,342万円 686万円

合計 16億6,377万円 16億1,099万円 5,278万円

（２）国民健康保険病院事業会計
区分 収入 支出 差引額

収益的
（経常収支関係）

7億2,171万円 6億8,344万円 3,827万円

資本的
（建設投資関係）

2億0,870万円 3億1,118万円

合計 9億3,041万円 9億9,462万円

※資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、損益勘定留保資金な
どで補

ほ て ん

填しました。


